
（証券コード7894）
令和２年５月７日

株 主 各 位
福岡県小郡市干潟892番地１
丸 東 産 業 株 式 会 社
代表取締役社長 尾 﨑 太 郎

第73期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
さて、当社第73期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
なお、本総会の付議事項には、その決議に定足数を必要とする議案がございますので、当日ご

出席願えない場合は、お手数ながら後記参考書類をご検討くださいまして、同封の委任状用紙に
賛否をご表示いただき、ご押印のうえ、折り返しご送付くださいますようお願い申しあげます。
また、新型コロナウイルス感染症の感染が拡大している状況を踏まえまして、株主様の安全確

保及び感染拡大防止のために、株主の皆様には三密（密閉、密集、密接）を避けるために出来る
限り書面による議決権の事前行使をお願い申し上げるとともに、株主総会にご来場される株主様
におかれましては、マスク着用などの対策のご検討をお願い申し上げます。併せて、当社の判断
に基づき、株主総会会場において株主様の安全確保及び感染拡大防止のため必要な措置を講じる
場合もありますので、ご協力のほどお願い申し上げます。

敬 具
記

１．日 時 令和２年５月22日（金曜日）午前10時
２．場 所 福岡県小郡市干潟892番地１

当社３階会議室
３．会議の目的事項
報 告 事 項 １．第73期（平成31年３月１日から令和２年２月29日まで）事業報告及び連

結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の
件

２．第73期（平成31年３月１日から令和２年２月29日まで）計算書類報告の
件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役７名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件
第４号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

（議案の概要は、後記の「議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類」に記
載のとおりであります。）

以 上
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〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
当日ご出席の際は、お手数ながら同封の委任状用紙を会場受付にご提出くださいますようお願
い申しあげます。
なお、事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合には、インターネット上の当
社のウェブサイト（アドレス http：//www.marutosangyo.co.jp）に修正後の内容を掲載
させていただきます。
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（添付書類）
事 業 報 告
（平成

令和
31
２
年
年
３
２
月
月
１
29
日から
日まで）

１．企業集団の現況に関する事項
（１）事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善は続いているものの、企
業収益及び個人消費は10月からの消費税率改定もあって、弱含みで推移いたしました。
世界経済においては、通商問題の長期化や英国のＥＵ離脱や新型コロナウイルス感染症

の拡大など、景気の先行きは不透明な状況が続いております。
当軟包装業界におきましては、原油及びナフサ価格が引き続き高値圏で推移したことに

より、原材料であるフィルムや合成樹脂も同様に推移しており、当社を取巻く環境は、依
然として厳しい状況が続いております。
このような状況のもと当社グループは、「機能包材の丸東」を確立するため、営業面で

は、「掴めるくん®」、「吸湿くん®」などの付加価値の高い機能包材を中心に拡販に努めて
まいりました。また、生産面では、生産効率を高めて内部生産を増やす施策に取組んでま
いりました。
しかしながら、第一四半期連結会計期間に食品表示法変更に伴う改版依頼の受注が集中

し、この間外部委託費用が増加いたしました。第三四半期連結会計期間以降は、納期の集
中は緩和され外部への委託は、落ち着きを取り戻しました。また、海外におきまして、香
港でのデモが長期化して、連結子会社であります香港包装器材中心有限公司の業績が機械
販売を中心に伸び悩むなど、厳しい状況で推移いたしました。
この結果、売上高166億５千２百万円（前期比0.9％増）、営業利益７億７千４百万円

（前期比15.2％減）、経常利益８億２千５百万円（前期比13.6％減）、親会社株主に帰属す
る当期純利益５億３千８百万円（前期比17.8％減）となりました。
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製品別の業績は次のとおりであります。
　
（複合フィルム）
当連結会計年度は、国内既存得意先の販売量が増加したことなどにより、前連結会計年度

に比べて売上高は２億８千８百万円増加し、112億２千４百万円（前期比2.6％増）となり
ました。

　
（単体フィルム）
当連結会計年度は、食品包装用フィルムなどの増加により、前連結会計年度に比べて売上

高は６千２百万円増加し、12億８千８百万円（前期比5.1％増）となりました。
　
（容 器）
当連結会計年度は、海外スーパー向け食品トレー及び国内食品容器の受注が減少したこと

などにより、前連結会計年度に比べて売上高は３千１百万円減少し、13億１千１百万円（前
期比2.3％減）となりました。
　
（そ の 他）
当連結会計年度は、海外向け機械が減少したことなどにより、前連結会計年度に比べて売

上高は１億６千２百万円減少し、28億２千８百万円（前期比5.4％減）となりました。
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（２）対処すべき課題
国内及び世界経済は新型コロナウイルス感染症の拡大により景気減速が見込まれ、国内事

業のみならず、当社子会社がある香港やタイでもその影響を受けて、引き続き厳しい状況が
懸念されます。
このような状況の中で当社は、営業面では引き続き付加価値の高い製品の開発、また既に

発売している機能包材につきましても、継続的に改良をして機能を高め続け、既存のお客様
とのパートナーシップを強くするとともに、新規開拓を推進してまいります。生産面では、
令和２年２月期第一四半期連結会計期間は、受注の集中により外部費用が増加いたしました
が、令和２年２月期第三四半連結会計期間以降は落ち着きを取り戻しておりますので、この
状況を維持し、設備の更新や生産活動の効率化及び原価削減を図り、収益の確保に努めてま
いります
株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い

申し上げます。
　
（３）設備投資の状況

当連結会計年度中に実施した設備投資の総額は１億５千３百万円であり、その主なもの
は、当社福岡工場複合フィルム製造設備であります。

　
（４）資金調達の状況

特記すべき事項はありません。
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（５）財産及び損益の状況の推移

区 分
第70期

(平成28平成29
年
年
３
２
月
月
１
28
日から
日まで)

第71期

(平成29平成30
年
年
３
２
月
月
１
28
日から
日まで)

第72期

(平成30平成31
年
年
３
２
月
月
１
28
日から
日まで)

第73期（当連結会計年度）

(平成31令和２
年
年
３
２
月
月
１
29
日から
日まで)

売 上 高（千円） 15,789,054 16,356,875 16,496,138 16,652,708
経 常 利 益（千円） 870,437 930,032 955,388 825,201
親 会 社 株 主
に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

（千円） 700,040 679,497 655,215 538,509

１株当たり当期純利益 440円95銭 428円04銭 412円76銭 339円24銭
総 資 産（千円） 11,854,614 12,554,896 12,585,290 13,423,176
純 資 産（千円） 5,213,161 5,982,239 6,440,992 6,869,144
１ 株 当 た り 純 資 産 3,280円66銭 3,763円31銭 4,049円41銭 4,317円70銭

　

（注）1. １株当たり当期純利益、１株当たり純資産は、発行済株式総数から自己株式数を控除した株式数に基
づき算出しております。

2. 平成29年９月１日付で普通株式10株につき１株の割合をもって株式併合を行っております。これに
伴い、１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産は、第70期（平成28年３月1日から平成29年２
月28日）の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、算定しております。

3．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第73
期の期首から適用しており、第72期の総資産については、当該会計基準を遡って適用した後の金額と
なっております。

　
（６）重要な親会社及び子会社の状況
① 重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

香港包装器材中心有限公司 5,000千香港ドル 100.00％ 単体フィルム及び容器等の販売
丸 東 印 刷 株 式 会 社 60,000千円 100.00％ 複合フィルムの製袋加工
MARUTO（THAILAND）CO.,LTD. 10,000千タイバーツ 80.00％ 包装資材の仕入販売及び輸出・輸入

　

当社の連結子会社は上記の３社であります。当連結会計年度の連結売上高は166億５千
２百万円（前期比0.9％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は５億３千８百万円（前期
比17.8％減）となりました。

　
② 当連結会計年度末日における特定完全子会社の状況
該当事項はありません。
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③ その他
久光製薬株式会社は当社の議決権を39.8％（631千株）、凸版印刷株式会社は当社の議

決権を18.9％（300千株）それぞれ所有しており、当社は両社の持分法適用関連会社で
あります。当社は、久光製薬株式会社へ複合フィルム、単体フィルム及びその他の包装資
材を販売し、また、凸版印刷株式会社へは複合フィルム及び単体フィルム等の仕入販売並
びに複合フィルム製造工程の一部の外注加工を行っております。

（７）主要な事業内容
当社及び子会社３社は、包装資材（複合フィルム及び単体フィルム）の製造販売並びに包

装資材（複合フィルム、単体フィルム及び容器等）の仕入販売を主な事業内容としておりま
す。

　
（８）主要な事業所及び工場
① 当社

　

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地
本 社 福岡県小郡市 福 岡 営 業 所 福岡市東区
福 岡 工 場 福岡県小郡市 小 郡 営 業 所 福岡県小郡市
北 関 東 営 業 所 栃木県小山市 諫 早 営 業 所 長崎県諫早市
東 京 営 業 所 東京都墨田区 熊 本 営 業 所 熊本市中央区
名 古 屋 営 業 所 名古屋市北区 大 分 営 業 所 大分県大分市
大 阪 営 業 所 大阪市中央区 宮 崎 営 業 所 宮崎県宮崎市
広 島 営 業 所 広島市南区 鹿 児 島 営 業 所 鹿児島県鹿児島市
下 関 営 業 所 山口県下関市 沖 縄 営 業 所 沖縄県那覇市
　
② 子会社
香港包装器材中心有限公司 香港新界
丸東印刷株式会社 福岡市東区
MARUTO（THAILAND）CO.,LTD. タイ王国 バンコク都
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（９）企業集団及び当社の従業員の状況
① 企業集団の従業員の状況
従業員数（前期末比増減）

364名（０名）
　

（注） 上記従業員数には臨時従業員、パート及び嘱託並びに派遣社員84名は含まれておりません。
　
② 当社の従業員の状況

　

従業員数（前期末比増減） 平 均 年 齢 平均勤続年数
318名 (１名減） 39.5歳 14.5年

　

（注） 上記従業員数には臨時従業員、パート及び嘱託並びに派遣社員57名は含まれておりません。
　
（10）主要な借入先の状況
　

借 入 先 借 入 金 残 高
株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 181,000千円
株 式 会 社 佐 賀 銀 行 171,000千円
株 式 会 社 福 岡 銀 行 111,000千円
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２．会社の株式に関する事項
（１）発行可能株式総数 4,561,000株
（２）発行済株式の総数 1,587,376株（自己株式2,874株を除く）
（３）株主数 478名
（４）大株主の状況

株 主 名 持 株 数 持株比率
久 光 製 薬 株 式 会 社 631千株 39.8％
凸 版 印 刷 株 式 会 社 300 18.9
日 本 ポ リ エ チ レ ン 株 式 会 社 82 5.2
丸 東 産 業 従 業 員 持 株 会 40 2.6
株 式 会 社 佐 賀 銀 行 30 1.9
株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 27 1.7
株 式 会 社 福 岡 銀 行 25 1.6
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 24 1.5
原 口 雅 行 18 1.2
原 口 耕 一 18 1.1

　

（注） 持株比率は、自己株式（2,874株）を控除して計算しております。
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３．会社役員に関する事項
（１）取締役及び監査役の状況

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況
取 締 役 社 長 ※ 尾 﨑 太 郎
取 締 役 会 長 末 安 健 作
取 締 役 常 務 宮 崎 直 樹 生産・技術担当兼技術本部長
取 締 役 酒 井 昭 二 総務本部長兼購買本部長
取 締 役 矢 野 勝 則 生産本部長兼丸東印刷株式会社代表取締役社長

取 締 役 原 口 耕 一 国際事業部事業部長兼香港包装器材中心有限公司
董事総経理

取 締 役 山 本 俊 男 税理士
監 査 役 （常 勤） 渡 部 義 久
監 査 役 鶴 田 敏 明 久光製薬株式会社取締役執行役員生産環境本部長

監 査 役 深 田 克 彦 凸版印刷株式会社常務執行役員西日本事業本部副
事業本部長兼九州事業部長

監 査 役 田 中 雅 人 日本ポリエチレン株式会社執行役員企画管理部長
　

（注）１．※は代表取締役であります。
２．令和元年５月24日開催の第72期定時株主総会において就任した新任取締役

取 締 役 矢 野 勝 則
取 締 役 原 口 耕 一

３．令和元年５月24日開催の第72期定時株主総会において就任した新任監査役
監 査 役 田 中 雅 人

４．令和元年５月24日開催の第72期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役
取 締 役 鎌 瀬 洋 介

５．令和元年５月24日開催の第72期定時株主総会終結の時をもって退任した監査役
監 査 役 松 田 繁

６．取締役山本俊男氏は会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
７．監査役深田克彦、田中雅人の両氏は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
８．当社は社外取締役山本俊男氏を福岡証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に
届け出ております。

９．取締役山本俊男氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有する
ものであります。

　
（２）責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役である山本俊男、ならびに監査役である鶴田敏明と社外監査役である
深田克彦、田中雅人の各氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条
第１項の賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。
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（３）取締役及び監査役の報酬等の額
区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

８名
（ １名）

87,073千円
（ 3,972千円）

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

１名
（ ―）

5,746千円
（ ―）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

９名
（ １名)

92,819千円
（ 3,972千円）

　

（注）１．株主総会の決議（平成５年５月27日改定）による取締役報酬限度額（使用人兼務取締役の使用人分
の報酬を除く。）は月額13,000千円以内であり、株主総会の決議（平成５年５月27日改定）による
監査役報酬限度額は月額1,500千円以内であります。

２．上記には、当事業年度に係る役員退職慰労引当金繰入額5,530千円（取締役5,100千円（内社外取締
役310千円））（監査役430千円）を含めております。

３．上記の取締役及び監査役の支給人員には、令和元年５月24日の第72期定時株主総会終結の時をもっ
て退任した取締役１名を含んでおります。

４．期末日現在の人員数は取締役７名、監査役４名であります。監査役の期末日人員と上記支給人員と
の相違は、令和元年５月24日開催の第72期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名及び
無報酬の監査役が４名存在していることによるものであります。

５．上記のほかに、第72期定時株主総会の決議に基づき、役員退職慰労金を退任取締役１名に9,570千
円支給しております。なお、金額には、過年度の事業報告において記載した役員退職慰労引当金の
繰入額9,360千円が含まれております。
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（４）社外役員に関する事項
① 重要な兼職先と当社との関係

　

区 分 氏 名 兼 職 先 兼職の内容 関 係

取 締 役 山 本 俊 男 税理士 ― ―

監 査 役 深 田 克 彦 凸版印刷株式会社
常務執行役員西日本事業本
部副事業本部長兼九州事業
部長

―

監 査 役 田 中 雅 人 日本ポリエチレン株式会社 執行役員企画管理部長 ―

　
② 社外役員の主な活動状況

　

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 山 本 俊 男 当事業年度開催の取締役会６回のうち５回出席し、税理士として
専門的な見地から適宜発言を行っております。

監 査 役 深 田 克 彦
当事業年度開催の取締役会６回のうち６回、監査役会６回のうち
６回出席し、会社役員等の経験及び印刷業界における豊富な経験
や見識を基に適宜発言を行っております。

監 査 役 田 中 雅 人
監査役就任後開催の取締役会４回のうち４回、監査役会４回のう
ち４回出席し、会社執行役員等の経験及び経営管理・運営に関す
る豊富な経験や見識を基に適宜発言を行っております。

　

― 12 ―

2020年04月17日 17時56分 $FOLDER; 12ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



４．会計監査人の状況
（１）会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人
（２）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
① 公認会計士法第２条第１項の業務（監査証明業務）に基づく報酬 20,960千円

　
② 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

20,960千円
　 上記以外の報酬はありません。
　

（注）１．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出
根拠等についてその適切性・妥当性を検証した結果、上記①の報酬等の額は合理的なもので
あると判断し、同意いたしました。

　
２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記①の金額はこ
れらの合計額を記載しております。

　
（３）会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められ
るときは、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。
この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会

計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。また、監査役会は会計監査人の職務
遂行状況等を総合的に判断し、監査の適正性及び信頼性が確保できないと認めたときは、株
主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
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５．会社の体制及び方針
（１）業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適
正を確保するための体制についての取締役会決議の内容の概要は、以下のとおりでありま
す。
① 当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制
イ．法令等の遵守（以下「コンプライアンス」という。）の推進について「コンプライア
ンスマニュアル」を制定し、取締役及び使用人等が、それぞれの立場でコンプライア
ンスを自らの問題としてとらえ業務運営にあたるよう、研修等を通じ指導教育する。

ロ．総務本部長をコンプライアンス全体に関する統括責任者として任命し、コンプライア
ンス推進室がコンプライアンス体制の構築・維持・整備にあたる。

ハ．監査役及び内部監査室は連携し、コンプライアンス体制の調査、法令並びに定款上の
問題を調査する。

ニ．取締役及び使用人等が、社内においてコンプライアンス違反行為が行われ、または行
われようとしていることに気がついたときは総務本部長、常勤監査役等に通報（匿名
も可）するものとする。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項
イ．法令及び文書取扱規程に基づき、株主総会議事録、取締役会議事録その他保存が必要

とされる文書について、それぞれ保存を必要とする間、関連資料とともに閲覧可能な
状態を維持する。

ロ．取締役または監査役から閲覧の要請があった場合は、規程に定める管理者は速やかに
対応する。

③ 当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ．業務執行に係る当社グループのリスクをトータルに認識し適切なリスク対応を行うた
め、リスク管理規程を定め当社グループのリスクの総括的かつ個別的な管理体制を整
備する。

ロ．コンプライアンス推進室が、リスク管理全体を統括し、危機管理にあたることとす
る。
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ハ．環境・安全リスクを専管する組織としては、安全衛生委員会を設け担当部門が専門的
な立場から、環境面、安全・衛生面、製品安全面、物流面での部門毎のリスク管理体
制を確立する。

　 ニ．内部監査室は、リスク管理の状況を監査する。
④ 当社の取締役及び子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するた
めの体制
イ．定例の取締役会を開催し、重要事項の決定並びに取締役の業務の執行状況の監督等を
行う。

ロ．取締役会の機能をより強化し経営効率を向上させるため、取締役が出席する経営諮問
会議を定期的に開催し、業務執行に関する基本的事項及び重要事項に係る意見をまと
め、取締役会に答申する。

ハ．業務の運営については、将来の事業環境を踏まえ中期計画及び各年度予算を立案し、
当社グループの経営方針に基づく経営計画の総括的かつ個別的な目標を設定する。

　 各部門においては、その目標達成に向け具体策を立案・実行する。
⑤ 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ．当社グループ各社にコンプライアンス推進担当者を置きグループ全体のコンプライア
ンスを統括・推進する。

ロ．グループ共通のコンプライアンス規程を策定するとともに、相談・通報体制の範囲を
グループ全体とする。

　 ハ．内部監査室は、定期または臨時に子会社に対する監査を実施する。
ニ．子会社へ必要に応じ取締役及び監査役を派遣し、経営面及び管理面等の強化を図る。
ホ．親会社との取引に関する取引条件については、市場価格を勘案して価格交渉の上で決
定する。

⑥ 子会社の取締役等の職務執行に係る事項の当社への報告に関する体制
子会社の経営については、関係会社管理規程に基づき、その自主性を尊重しつつ、事
業内容の定期的な報告と重要案件についての事前協議の実施により子会社の経営管理
を行う。

⑦ 監査役の職務を補助すべき使用人に対する監査役の指示の実効性の確保に関する事項
イ．監査役が職務を補助すべき使用人を求めた場合、取締役会は当該監査役の意見に基づ
き、内部監査の構成員である使用人を監査役の補助すべき使用人として指名すること
ができる。
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ロ．監査役が指定する補助すべき期間中は、指名された使用人への指揮権は監査役に委譲
されたものとし、取締役の指揮命令は受けないものとする。
また、当該使用人を懲戒に処する場合には、人事担当取締役はあらかじめ監査役会の
承諾を得るものとする。

⑧ 当社及び当社子会社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、その他の監
査役への報告に関する体制
イ．当社グループの取締役、執行役員及び使用人は監査役の求めに応じて会社の業務執行
状況を報告する。

ロ．当社グループの取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを
発見したときは、直ちに監査役に報告する。

ハ．監査役へ報告を行った者に対し、報告をしたことを理由として不利な取扱を禁止する
とともに、その旨を当社グループにおいて周知徹底する。

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ．常勤監査役は、取締役会の他、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握する
ために重要な会議に出席するとともに、主要な社長決裁書その他業務執行に関する重
要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役または使用人にその説明を求めることができ
るものとする。

ロ．監査役は、会計監査人から会計監査内容について説明を受けるとともに、情報の交換
を行うなど連携を図っていく。

⑩ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い等の処理に係る方針
イ．監査役が職務執行について生ずる費用の前払いまたは償還等の請求をしたときは、速
やかに支払をする。

ロ．監査役は監査の実施にあたり必要と認めたときは、弁護士、公認会計士、コンサルタ
ント、その他外部専門家を招聘できる。

⑪ 反社会的勢力の排除に向けた体制
イ．当社は健全な会社経営のため、反社会的な勢力及び団体とは決して関わりをもたず、
不当な要求に対しては毅然とした対応をとる。

ロ．反社会的勢力による不当要求事案等の発生時は、総務本部を対応統括部署とし、警察
等外部専門機関と連携して対応する。
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（２）業務の適正を確保する為に必要な体制の運用状況の概要
当社は、上記の業務の適正を確保するための体制の整備とその適正な運用に努めており、

当事業年度における運用状況の概要は以下のとおりです。
① 重要な会議の開催
当事業年度において取締役会を６回開催し重要な意思決定を行うとともに各本部長を
含めた経営諮問会議を25回開催し各本部長の業務執行機能及び取締役による監督機能
を果たしております。
また、期初と期の中間で役員出席の下、経営方針発表会、部門方針発表会を開催し、
事業計画の進捗状況及び業務遂行の適正性、合理性を確認しております。

② 企業集団における運営状況
関係会社管理規程に基づいたグループ会社運営を実施しております。
グループ会社へは当社から取締役を派遣し、グループ会社社長を議長とする取締役会
を定期開催することによってグループ会社の経営監督を行っております。
更に、グループ会社社長と当社役員とのグループ会社ミーティングをグループ会社毎
に定期開催することによって、グループ各社の経営課題把握等の討議を通じ、グルー
プ会社の経営の効率化を高めております。
グループ会社における設備投資等の重要案件は、当社の役員会に付議されており、グ
ループ会社の重要な業務執行についての当社への報告体制は整備・運用されておりま
す。

③ 法令遵守への取組状況
当社グループにおいてはコンプライアンス規程を制定し、各社、各部署にコンプライ
アンス推進担当者を置きグループ全体の業務執行やコンプライアンスの遵守・推進に
努めております。コンプライアンス教育については、新入社員や中途社員については
入社時に、管理職にはその昇格時に法令を遵守し、高い倫理観を保持しながら企業活
動を行うよう教育を行っております。また法令違反、不正行為等の未然防止及び早期
発見を目的として顧問弁護士を相談窓口とした通報体制を整え、社内イントラネット
を通じて従業員に周知しております。
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④ 財務報告に係る内部統制への取組状況
内部統制に関する基本計画に基づき、内部統制評価を実施しております。
また、当社では独立した内部監査部門である内部監査室が、期初に計画した内部監査
計画書に基づき業務執行状況等について監査し、各部門のコンプライアンスやリスク
に関する管理状況等について、法令や社内規程との整合性並びにその有効性を検証
し、その監査結果を監査の都度役員へ報告し、また年１回取締役会に報告するように
しております。
監査役は監査計画及び監査報告書に基づき内部監査室や会計監査人と緊密な連携をと
りながら、内部統制システムが適切に構築され運用されているかを監査して社長に報
告しております。

⑤ 反社会的勢力排除への取組状況
お取引先様との契約書等への反社会的勢力排除条項の挿入をはじめとした取組みを継
続して実施しております。また、反社会的勢力の情報収集のため県内企業が集う意見
交換会や公的機関との会合、セミナー等に積極的に参加し反社会的勢力の排除に努め
ております。

（３）株式会社の支配に関する基本方針
当社では、会社の財務及び事業の方針決定を支配する者のあり方に関する基本方針につい

ては、特に定めておりません。
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連 結 貸 借 対 照 表
（令和２年２月29日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部
（流 動 資 産）
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金
（固 定 資 産）
〔有 形 固 定 資 産〕
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
そ の 他
〔無 形 固 定 資 産〕
〔投資その他の資産〕
投 資 有 価 証 券
そ の 他
貸 倒 引 当 金

8,659,485
2,416,444
4,828,477
838,938
324,973
195,591
104,493
△49,433
4,763,691
3,700,856
1,727,437
846,983
1,054,568
71,867
33,491

1,029,343
899,726
150,803
△21,187

（流 動 負 債）
支 払 手 形 及 び 買 掛 金
電 子 記 録 債 務
短 期 借 入 金
未 払 金
リ ー ス 債 務
未 払 法 人 税 等
賞 与 引 当 金
そ の 他
（固 定 負 債）
リ ー ス 債 務
退 職 給 付 に 係 る 負 債
役 員 退 職 慰 労 引 当 金
そ の 他

6,026,165
1,734,229
2,867,971
708,877
4,221
12,772
121,570
43,404
533,119
527,867
72,643
404,584
47,440
3,200

負 債 合 計 6,554,032
純 資 産 の 部

（株 主 資 本） 6,600,934
〔資 本 金〕 1,807,750
〔資 本 剰 余 金〕 786,011
〔利 益 剰 余 金〕 4,010,668
〔自 己 株 式〕 △3,494
（その他の包括利益累計額） 252,873
〔その他有価証券評価差額金〕 270,997
〔為替換算調整勘定〕 △15,894
〔退職給付に係る調整累計額〕 △2,229
（非 支 配 株 主 持 分） 15,335
純 資 産 合 計 6,869,144

資 産 合 計 13,423,176 負債・純資産合計 13,423,176
　

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

― 19 ―

2020年04月17日 17時56分 $FOLDER; 19ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



連 結 損 益 計 算 書
（平成

令和
31
２
年
年
３
２
月
月
１
29
日から
日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 16,652,708
売 上 原 価 13,715,497

売 上 総 利 益 2,937,211
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,163,062

営 業 利 益 774,149
営 業 外 収 益

受 取 利 息 262
受 取 配 当 金 47,438
為 替 差 益 3,256
そ の 他 24,813 75,771

営 業 外 費 用
支 払 利 息 11,479
売 上 割 引 3,222
手 形 売 却 損 487
固 定 資 産 除 売 却 損 4,586
そ の 他 4,943 24,719
経 常 利 益 825,201

特 別 利 益
国 庫 補 助 金 受 贈 益 11,926 11,926

特 別 損 失
投 資 有 価 証 券 評 価 損 29,873 29,873
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 807,254
法 人 税、住 民 税 及 び 事 業 税 258,733
法 人 税 等 調 整 額 8,576 267,309
当 期 純 利 益 539,944
非支配株主に帰属する当期純利益 1,435
親会社株主に帰属する当期純利益 538,509

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
（平成

令和
31
２
年
年
３
２
月
月
１
29
日から
日まで）

（単位：千円）
　

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,807,750 786,011 3,535,655 △3,434 6,125,981
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △63,496 △63,496
親会社株主に帰属する当期純利益 538,509 538,509
自 己 株 式 の 取 得 △59 △59
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）
当 期 変 動 額 合 計 － ー 475,013 △59 474,953
当 期 末 残 高 1,807,750 786,011 4,010,668 △3,494 6,600,934
　

　
そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非支配
株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

退職給付
に係る調
整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 335,380 △16,595 △16,727 302,057 12,953 6,440,992
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △63,496
親会社株主に帰属する当期純利益 538,509
自 己 株 式 の 取 得 △59
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額） △64,382 701 14,497 △49,183 2,382 △46,801

当 期 変 動 額 合 計 △64,382 701 14,497 △49,183 2,382 428,151
当 期 末 残 高 270,997 △15,894 △2,229 252,873 15,335 6,869,144

　

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表
　
【連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等】
１． 連結の範囲に関する事項
（１）連結子会社

連結子会社は、香港包装器材中心有限公司及び丸東印刷株式会社並びにMARUTO
（THAILAND）CO.,LTD.の３社であります。

（２）非連結子会社
　 該当ありません。
２． 持分法の適用に関する事項
　 非連結子会社及び関連会社がないため、該当ありません。
３． 連結子会社の事業年度等に関する事項
　 丸東印刷株式会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

香港包装器材中心有限公司及びMARUTO（THAILAND）CO.,LTD.の決算日は、12月
31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連
結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行うこととしており
ます。

４． 会計方針に関する事項
（１）資産の評価基準及び評価方法
　 ① 有価証券
　 その他有価証券
　 時価のあるもの
　 連結決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）

　 時価のないもの
　 移動平均法による原価法によっております。
　 ② デリバティブ
　 時価法によっております。
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　 ③ たな卸資産
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
商品 ………………… 主として個別法
製品 ………………… 総平均法
仕掛品 ……………… 主として個別法
原材料 ……………… 主として移動平均法
貯蔵品 ……………… 最終仕入原価法

　
（２）固定資産の減価償却の方法
　 ① 有形固定資産（リース資産を除く）

主として定額法によっております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 24～38年
機械装置及び運搬具 ８年

　 ② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づいております。
③ リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法によっておりま

す。
（３）引当金の計上基準
　 ① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計
上しております。

　 ② 賞与引当金
従業員の賞与の支給にあてるため、支給見込額により計上しております。

　 ③ 役員退職慰労引当金
役員の退任により支払う退職慰労金にあてるため、内規に基づく期末要支払額を計

上しております。
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（４）退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間
に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（７年）による按分額をそれぞれ発生の翌連結会
計年度より損益処理しております。

③ 未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の処理方法
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の処理方法については、税効

果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調
整累計額に計上しております。

　
（５）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しております。
なお、在外子会社の資産及び負債並びに収益及び費用は、在外子会社の決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含め
ております。

　
（６）消費税等の会計処理方法
　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

【表示方法の変更に関する注記】
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16
日）を当連結会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に
表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。
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【連結貸借対照表に関する注記】
１． 担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。
建 物 35,519千円
土 地 14,008千円
計 49,528千円

担保に係る債務は、次のとおりであります。
短 期 借 入 金 10,000千円

　
２． 有形固定資産の減価償却累計額 8,651,794千円
　
３． 受取手形割引高 175,843千円
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【連結株主資本等変動計算書に関する注記】
１． 発行済株式に関する事項

　

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普 通 株 式 （株） 1,590,250 ― ― 1,590,250

２． 自己株式に関する事項
　

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普 通 株 式 （株） 2,849 25 ― 2,874
（注）普通株式の自己株式数の増加25株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

３． 新株予約権に関する事項
該当事項はありません。

　
４． 配当に関する事項
（１）配当金支払額

　

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配 当 額
（円）

基 準 日 効 力 発 生 日

令和元年５月24日
定 時 株 主 総 会 普通株式 63,496 40 平成31年２月28日 令和元年５月27日

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな
るもの

　

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配 当 額
（円）

基 準 日 効力発生日

令和２年５月22日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 63,495 40 令和２年

２月29日
令和２年
５月25日
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【金融商品に関する注記】
１． 金融商品の状況に関する事項
（１） 金融商品に対する取組方針
当社グループは、事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借

入）を調達しております。また、運転資金の効率的な調達を行うために取引銀行と当座借越
契約を締結しております。
　
（２） 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、そ
の一部には、外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されております。
投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動や為替リ

スクに晒されております。
営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払

期日であります。また、その一部には外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されて
おります。
借入金は、主に設備投資及び運転資金に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は

最長で決算日後１年以内であります。その一部は、金利の変動リスクに晒されております。
デリバティブは、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的

とした為替予約取引であります。

（３） 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、適切な与信管理のもとに、営業債権について主管部門において主要な取引先
の状況を定期的にモニタリングし、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財
務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。また、連結子会社
においてもこれに準じた同様の管理を行っております。
② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社は、一部の連結子会社における外貨建ての債権債務については、先物為替予約な
どによるヘッジを行い、為替リスクを最小限に止める努力をしております。
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握

し、保有状況を継続的に見直しております。
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③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社は、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰り計画を作成・更新すると

ともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。
　
（４） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格のない場合には合理的に算
定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた
め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
　

２． 金融商品の時価等に関する事項
令和２年２月29日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるもの及び重要
性の乏しいものについては、次表には含まれておりません。

（単位：千円）
　 連結貸借対照表

計上額 時価 差額

（１）現金及び預金 2,416,444 2,416,444 ―
（２）受取手形及び売掛金 4,828,477 4,828,477 ―
（３）投資有価証券 826,521 826,521 ―

資産計 8,071,442 8,071,442 ―
（４）支払手形及び買掛金 1,734,229 1,734,229 ―
（５）電子記録債務 2,867,971 2,867,971 ―
（６）短期借入金 708,877 708,877 ―

負債計 5,311,077 5,311,077 ―
（７）デリバティブ取引（※） （898） （898） ―

　

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目
については（ ）で示しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
（１）現金及び預金

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。

（２）受取手形及び売掛金
これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。
（３）投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
（４）支払手形及び買掛金、（５）電子記録債務、（６）短期借入金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該
帳簿価額によっております。

（７）デリバティブ取引
為替予約取引の時価は、先物為替相場によっております。

　
（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 73,205
　

非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるも
のであるため、「（３）投資有価証券」に含めておりません。
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【賃貸等不動産に関する注記】
総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　
【１株当たり情報に関する注記】
１株当たり純資産額 4,317円70銭
１株当たり当期純利益 339円24銭
　

【重要な後発事象に関する注記】
該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
（令和２年２月29日現在）

（単位：千円）
　

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

（流 動 資 産）
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金
（固 定 資 産）
〔有 形 固 定 資 産〕
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 及 び 運 搬 具
工 具、 器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定
〔無 形 固 定 資 産〕
ソ フ ト ウ ェ ア
電 話 加 入 権
〔投資その他の資産〕
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 前 払 費 用
敷 金 ・ 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

8,124,917
2,210,015
1,087,668
573,250
3,049,671
659,196
324,882
194,806
15,381
10,926
12,025
△12,908
4,885,611
3,598,827
1,662,016
20,459
783,330
29,841
60,739

1,037,919
4,520
32,454
20,631
11,822

1,254,330
554,888
583,094
2,992
16,253
118,287
△21,187

（流 動 負 債）
支 払 手 形
電 子 記 録 債 務
買 掛 金
短 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
預 り 金
未 払 消 費 税 等
賞 与 引 当 金
そ の 他
（固 定 負 債）
リ ー ス 債 務
退 職 給 付 引 当 金
役 員 退 職 慰 労 引 当 金
そ の 他

5,987,406
489,167
2,867,971
1,305,579
688,000
12,152
4,221

281,566
114,126
29,697
50,161
41,000
103,763
522,824
72,643
399,541
47,440
3,200

負 債 合 計 6,510,231
純 資 産 の 部

（株 主 資 本） 6,229,259
〔資 本 金〕 1,807,750
〔資 本 剰 余 金〕 786,011
資 本 準 備 金 786,011
〔利 益 剰 余 金〕 3,638,992
利 益 準 備 金 16,926
そ の 他 利 益 剰 余 金 3,622,066
繰 越 利 益 剰 余 金 3,622,066
〔自 己 株 式〕 △3,494
（評価・換算差額等） 271,038
〔その他有価証券評価差額金〕 271,038
純 資 産 合 計 6,500,297

資 産 合 計 13,010,529 負債・純資産合計 13,010,529
（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
（平成

令和
31
２
年
年
３
２
月
月
１
29
日から
日まで）

（単位：千円）
　

科 目 金 額
売 上 高 15,656,186
売 上 原 価 13,167,781

売 上 総 利 益 2,488,405
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,782,462

営 業 利 益 705,942
営 業 外 収 益

受 取 利 息 251
受 取 配 当 金 55,995
為 替 差 益 4,362
受 取 賃 貸 料 9,351
そ の 他 14,927 84,888

営 業 外 費 用
支 払 利 息 9,931
売 上 割 引 3,222
手 形 売 却 損 487
固 定 資 産 除 売 却 損 4,586
そ の 他 4,845 23,074
経 常 利 益 767,756

特 別 利 益
国 庫 補 助 金 受 贈 益 11,926 11,926

特 別 損 失
有 価 証 券 評 価 損 29,873 29,873
税 引 前 当 期 純 利 益 749,809
法 人 税、住 民 税 及 び 事 業 税 244,225
法 人 税 等 調 整 額 7,746 251,972
当 期 純 利 益 497,837

　

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

― 32 ―

2020年04月17日 17時56分 $FOLDER; 32ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



株主資本等変動計算書
（平成

令和
31
２
年
年
３
２
月
月
１
29
日から
日まで）

（単位：千円）
　

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 資本剰余金合計
当 期 首 残 高 1,807,750 786,011 786,011
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）
当 期 変 動 額 合 計 ― ― ―
当 期 末 残 高 1,807,750 786,011 786,011
　

株 主 資 本
利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計
利 益 準 備 金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金
当 期 首 残 高 16,926 3,187,725 3,204,651 △3,434 5,794,977
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △63,496 △63,496 △63,496
当 期 純 利 益 497,837 497,837 497,837
自 己 株 式 の 取 得 △59 △59
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）
当 期 変 動 額 合 計 ― 434,341 434,341 △59 434,281
当 期 末 残 高 16,926 3,622,066 3,638,992 △3,494 6,229,259
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（単位：千円）
　

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計
当 期 首 残 高 335,382 335,382 6,130,360
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △63,496
当 期 純 利 益 497,837
自 己 株 式 の 取 得 △59
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額） △64,343 △64,343 △64,343
当 期 変 動 額 合 計 △64,343 △64,343 369,937
当 期 末 残 高 271,038 271,038 6,500,297

　

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
　
【重要な会計方針に係る事項に関する注記】
１． 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 …… 移動平均法による原価法
　 その他有価証券

時価のあるもの ………………… 期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定）

時価のないもの ………………… 移動平均法による原価法

２． たな卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
商 品 …………………………… 主として個別法
製 品 …………………………… 総平均法
仕 掛 品 …………………………… 主として個別法
原 材 料 …………………………… 主として移動平均法
貯 蔵 品 …………………………… 最終仕入原価法

３． 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産 ……… 主として定額法によっております。なお、主な耐用年数は、次のと

おりであります。
建物 24年～38年
機械及び装置 ８年

（リース資産を除く）

無形固定資産 ……… 定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについて
は、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。（リース資産を除く）
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リース資産 ………… 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却の方法と同一の方法を採用
しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法に
よっております。

　
４． 引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金…… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収
可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金…… 従業員の賞与の支給にあてるため、支給見込額により計上してお
ります。

退職給付引当金…… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づいて計上しております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業
員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）による按分額を
それぞれ発生の翌事業年度より損益処理しております。

役員退職慰労引当金…… 役員の退任により支払う退職慰労金にあてるため、内規に基づく
期末要支払額を計上しております。

　
５． 消費税等の会計処理方法
　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

【表示方法の変更に関する注記】
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16
日）を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示
し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。
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【貸借対照表に関する注記】
１． 有形固定資産の減価償却累計額 8,123,063千円

２． 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短 期 金 銭 債 権 505,775千円
短 期 金 銭 債 務 183,426千円

３． 保証債務
関係会社の金融機関からの借入等に対し、次のとおり債務保証を行っております。
香港包装器材中心有限公司 17,146千円

　
４． 受取手形割引高 175,843千円

【損益計算書に関する注記】
関係会社との取引高
営業取引による取引高
売上高 2,282,070千円
仕入高 442,360千円
その他 6,072千円
営業取引以外の取引による取引高 24,171千円
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【株主資本等変動計算書に関する注記】
自己株式に関する事項

　

株 式 の 種 類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普 通 株 式 （株） 2,849 25 ― 2,874
（注）普通株式の自己株式の増加25株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

【税効果会計に関する注記】
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 （繰延税金資産）
未払費用 12,761千円
貸倒引当金 10,385千円
賞与引当金 12,488千円
退職給付引当金 121,956千円
役員退職慰労引当金 14,450千円
たな卸資産評価損 19,122千円
関係会社株式評価損 16,343千円
減損損失 18,140千円
その他 47,254千円
繰延税金資産小計 272,902千円
評価性引当額 △58,637千円
繰延税金資産合計 214,265千円

　 （繰延税金負債）
その他有価証券
評価差額金 118,510千円
繰延税金負債合計 118,510千円
繰延税金資産の純額 95,754千円
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【リースにより使用する固定資産に関する注記】
貸借対照表に計上した固定資産のほか、複合フィルム製造設備の一部及び営業用車両等に

ついては、リース契約により使用しております。

【関連当事者との取引に関する注記】
１． 親会社及び法人主要株主等

（単位：千円）

種 類 会社等の
名 称

議決権の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

その他の
関係会社

久光製薬
株式会社

被所有
直接 39.8

当社の商品及び製品の販売
役 員 の 兼 任

商品及び製品の販売
（注）１ 1,473,453 売 掛 金 258,078

　
取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１． 包装資材等の販売につきましては、市場価格を勘案して価格交渉の上で決定しております。

２． 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しておりま
す。

　
２． 子会社及び関連会社等

（単位：千円）

種 類 会社等の
名 称

議決権の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子 会 社 丸東印刷
株式会社

所 有
直接 100

外 注 加 工

土 地 等 の 賃 貸

役 員 の 兼 任

製袋工程委
託
（注）１

215,388 支 払 手 形
買 掛 金

80,296
28,054

受取賃貸料
（注）２ 8,249 未 収 入 金 1,752

子 会 社
香港包装
器材中心
有限公司

所 有
直接 100

当社の商品及び製品の販売

債 務 保 証
役 員 の 兼 任

商品及び製
品の販売
（注）３

558,151 受 取 手 形
売 掛 金

35,120
100,298

取引高に対す
る債務保証
（注）４

17,146 ― ―
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取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１． 外注加工につきましては、市場価格を勘案して価格交渉の上で決定しております。

２． 土地等の賃貸につきましては、近隣の地代を参考にした価格によっております。
３． 包装資材等の販売につきましては、市場価格を勘案して価格交渉の上で決定しております。
４． 債務保証につきましては、香港包装器材中心有限公司の金融機関からの借入等に対し、債務保証

を行ったものであります。なお、保証料の受取りは行っておりません。
５． 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しておりま

す。
　

【１株当たり情報に関する注記】
１株当たり純資産額 4,095円00銭
１株当たり当期純利益 313円62銭
　

【重要な後発事象に関する注記】
該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
令和２年４月13日

丸 東 産 業 株 式 会 社
取 締 役 会 御 中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 田 島 祥 朗 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 徳 永 英 樹 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、丸東産業株式会社の平成31年３月１日から令和
２年２月29日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株
主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監

査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、丸東産業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
令和２年４月13日

丸 東 産 業 株 式 会 社
取 締 役 会 御 中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 田 島 祥 朗 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 徳 永 英 樹 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、丸東産業株式会社の平成31年３月１日か
ら令和２年２月29日までの第73期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ

の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細

書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が

実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本
　

監 査 報 告 書
当監査役会は、平成31年３月１日から令和２年２月29日までの第73期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監

査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、

取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査

部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査
を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしま
した。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子
会社から事業の報告を受けました。
②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会
社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１
項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統
制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応
じて説明を求め、意見を表明いたしました。
③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂
行が適正に行われることを確保するための体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質
管理基準」（平成17年10月28日 企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を
求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主

資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事
業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 令和２年４月14日
丸東産業株式会社 監査役会

常勤監査役 渡 部 義 久 ㊞
監 査 役 鶴 田 敏 明 ㊞
監 査 役 深 田 克 彦 ㊞
監 査 役 田 中 雅 人 ㊞

（注） 監査役深田克彦及び監査役田中雅人は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であります。
以 上
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議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類
　
１．議決権の代理行使の勧誘者 丸東産業株式会社

代表取締役社長 尾 﨑 太 郎
２．議案及び参考事項
第１号議案 剰余金の処分の件

当社の配当政策につきましては、企業体質の強化と積極的な事業展開を図るために必要
な内部留保の確保と安定配当の継続を基本としております。
この政策の下、当期の期末配当につきましては、経営体質の強化と今後の事業展開を勘

案し、内部留保にも意を用い、当社をとりまく環境が依然として厳しい折ではあります
が、下記のとおりといたしたいと存じます。

　 期末配当に関する事項
（１）配当財産の種類

　 金銭といたします。
（２）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金40円 総額63,495,040円
（３）剰余金の配当が効力を生じる日

　 令和２年５月25日
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第２号議案 取締役７名選任の件
本総会終結の時をもって、取締役全員（７名）の任期が満了となります。
つきましては、取締役７名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は次のとおりであります。

氏 名
（生 年 月 日）

所有する当社
株 式 の 数 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

尾
お ざ き た ろ う
﨑 太 郎

（昭和46年６月26日生）

1,000株

平成 ７年４月 久光製薬株式会社入社
平成22年２月 同社薬粧事業部マーケティング部部長
平成26年２月 当社総務本部長
平成26年５月 当社取締役総務本部長兼購買本部長
平成29年３月 当社代表取締役社長 （現 任）

【選任の理由】
同氏は、平成26年に取締役に就任し、その間原価管理、経営管理、経理、総
務人事部門の本部長を務め、管理部門を牽引してきた実績と、平成29年から
社長としてグループ全体の経営全般及び経営管理・運営を的確、公正かつ効率
的に遂行していることから、取締役として適任であると判断し、引き続き選任
をお願いするものであります。

末
す え や す け ん さ く
安 健 作

（昭和17年４月６日生）

4,000株

昭和41年４月 久光製薬株式会社入社
昭和62年６月 同社取締役営業統括本部長
平成 ３年５月 同社常務取締役
平成15年３月 当社顧問
平成15年５月 当社代表取締役副社長
平成16年５月 当社代表取締役社長
平成22年５月 当社代表取締役会長
平成25年５月 当社取締役会長
平成26年５月 当社取締役相談役
平成29年５月 当社取締役会長 (現 任)

【選任の理由】
同氏は、これまで当社の副社長、社長、会長、相談役として17年間要職を務
めており、前職の薬品業界の経営で培った高い見識と経営手腕を発揮し、幅広
い経営の視点、当社の経営全般及び経営管理・運営に関する豊富な見識を有す
ることから、取締役として適任であると判断し、引き続き選任をお願いするも
のであります。
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氏 名
（生 年 月 日）

所有する当社
株 式 の 数 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

宮
み や ざ き な お き
崎 直 樹

（昭和27年３月30日生）

300株

昭和49年４月 凸版印刷株式会社入社
平成23年４月 同社生活環境事業本部製造事業部

副事業部長
平成26年３月 株式会社トッパンパッケージプダクツ

群馬センター工場工場長
平成29年４月 当社顧問生産・技術担当
平成29年５月 当社取締役常務生産・技術担当
平成31年２月 当社取締役常務生産・技術担当兼技術

本部長 (現 任)
【選任の理由】
同氏は、平成29年に取締役に就任し、それまで長年にわたり印刷業界に携わ
り、その間製造、工場等の部門の要職を歴任し、その事業部門を牽引してきた
実績と経営全般及び経営管理・運営に関する豊富な見識を有することから、取
締役として適任であると判断し、引き続き選任をお願いするものであります。

酒
さ か い し ょ う じ
井 昭 二

（昭和48年1月18日生）

500株

平成10年１月 久光製薬株式会社入社
平成23年２月 同社薬粧事業部東日本統括部関東ブロ

ックブロック長
平成25年８月 同社薬粧事業部薬粧マーケティング部

商品戦略二課課長兼フェイタスブラン
ドマネージャー

平成29年３月 当社総務本部長兼購買本部長
平成29年５月 当社取締役総務本部長兼購買本部長

(現 任)
【選任の理由】
同氏は、平成29年に取締役に就任し、それまで当社の主要な取引先である久
光製薬株式会社においてブロック長・マネージャー等の要職を歴任し、その間
営業部門を牽引してきた実績と経営全般及び経営管理・運営に関する豊富な見
識を有することから、取締役として適任であると判断し、引き続き選任をお願
いするものであります。
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氏 名
（生 年 月 日）

所有する当社
株 式 の 数 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

矢
や の か つ の り
野 勝 則

（昭和38年12月15日生）

500株

昭和57年３月 当社入社
平成23年２月 当社福岡工場長兼生産管理部部長
平成25年４月 当社執行役員福岡工場長兼生産管理部

部長
平成28年２月 当社執行役員営業本部長
平成30年２月 当社執行役員生産本部長兼福岡工場長
平成31年２月 当社執行役員生産本部長兼丸東印刷株式

会社代表取締役社長
令和 元年５月 当社取締役生産本部長兼丸東印刷株式会

社代表取締役社長 （現 任)
【選任の理由】
同氏は、令和元年に取締役に就任し、それまで、当社福岡工場長、営業本部長
の要職を歴任し、入社以来製造現場、生産管理、営業部門を牽引してきた実績
と経営全般及び経営管理・運営に関する豊富な見識を有することから、取締役
として適任であると判断し、引き続き選任をお願いするものであります。

原
は ら ぐ ち こ う い ち
口 耕 一

（昭和42年８月13日生）

18,200株

平成 ３年１月 当社入社
平成26年２月 当社開発部部長
平成28年２月 当社国際事業部事業部長
平成28年７月 当社国際事業部事業部長兼香港包装器材

中心有限公司董事総経理
平成30年10月 当社執行役員国際事業部事業部長兼香港

包装器材中心有限公司董事総経理
令和 元年５月 当社取締役国際事業部事業部長兼香港包

装器材中心有限公司董事総経理
(現 任）

【選任の理由】
同氏は、令和元年に取締役に就任し、それまで、当社開発部長、国際事業部長
の要職を歴任し、入社以来開発部門、国際部門を牽引してきた実績と経営全般
及び経営管理・運営に関する豊富な見識を有することから、取締役として適任
であると判断し、引き続き選任をお願いするものであります。
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氏 名
（生 年 月 日）

所有する当社
株 式 の 数 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

田
た な か こ う じ
中 孝 二

（昭和23年２月４日生）

0株

昭和56年10月 総合メディカル株式会社入社
平成 ８年４月 同社営業統括部部長
平成19年10月 同社コンサルティング事業部副部長
平成21年４月 株式会社ソム・テック代表取締役社長
平成24年４月 同社取締役会長

【選任の理由】
同氏は、総合メディカルホールディングスのグループ会社である株式会社ソ
ム・テックの代表取締役社長を務められており、経営者としての豊富な経験と
幅広い見識をもとに、当社の経営を監督していただくとともに、当社の経営全
般に助言を頂戴することによりコーポレート・ガバナンス強化に寄与していた
だくため、社外取締役として選任をお願いするものであります。

(注）１．各取締役候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。
２．田中孝二氏は、新任の社外取締役候補者であります。なお、同氏が取締役に選任され就任した場合に
は、福岡証券取引所の定める独立役員として同取引所に届け出る予定であります。

３．田中孝二氏が新任取締役として承認可決された場合には、当社は同氏との間で会社法第427条第１項の
規定に基づき、同法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。なお当該契
約に基づく賠償責任の限度額は法令が定める最低責任限度額としております。
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第３号議案 監査役１名選任の件
現任監査役（４名）のうち鶴田敏明氏は、本総会終結の時をもって任期満了となりま

す。
つきましては、監査役１名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
（生 年 月 日）

所有する当社
株 式 の 数 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

鶴
つ る だ と し あ き
田 敏 明

（昭和30年５月10日生）

1,600株

昭和53年４月 久光製薬株式会社入社
平成15年５月 当社取締役原価管理本部長
平成19年４月 久光製薬株式会社執行役員
平成19年５月 当社取締役退任
平成23年５月 久光製薬株式会社取締役執行役員生産環

境本部長 （現 任）
平成24年５月 当社監査役 （現 任）

【選任の理由】
同氏は、過去４年間当社で業務執行者としての経験があり、また平成24年

５月から当社の監査役に就任し、その間当社事業運営についての指導・提言を
いただいていることから、引き続き選任をお願いするものであります。

（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．監査役候補者鶴田敏明氏は、当社を持分法適用の関連会社としている久光製薬株式会社の取締役を兼
務しており、当社と久光製薬株式会社との間には当社製商品の取引関係があります。

３．鶴田敏明氏が監査役として承認可決された場合には、当社は同氏との間で会社法第427条第１項の規定
に基づき、同法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。なお当該契約に
基づく賠償責任の限度額は法令が定める最低責任限度額としております

第４号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件
　 本総会終結の時をもって、任期満了により取締役を退任される山本俊男氏に対し、在任中の労に報いる
ため、当社所定の基準に従い、相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈することとし、その具体的金額、贈呈
の時期、方法等は、取締役会にご一任願いたいと存じます。

　 退任取締役の略歴は次のとおりであります。
氏名 略歴

山
や ま も と と し お

本 俊 男 平成27年５月 当社取締役 （現在に至る）

以 上
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〈メ モ 欄〉
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郡 小郡市街

四三島交差点

因幡電工

㈱マセック

干潟工業団地入口交差点

城山公園入口

干潟交差点 夜
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紫
野

I.C入口交差点

筑後小郡I.C

高速大分道

丸東産業
本 社

県道53号線

西
鉄
電
車

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォントを
採用しています。

株主総会会場ご案内図
　

会場 福岡県小郡市干潟892番地１
当社３階会議室
TEL（0942）73－3845

　

　
●交通のご案内

　 ・JR鹿児島本線原田駅 車で15分
　 ・西鉄大牟田線三国が丘駅 車で10分
　 ・筑後小郡 I.C 車で５分
　

2020年04月17日 17時56分 $FOLDER; 52ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）




